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第１章    計画策定の趣旨 

 

 

１ 計画策定の趣旨と背景 

少子高齢化・人口減少社会の進行、産業構造の変化、ライフスタイルの多様化と核

家族化の進行により、家庭内の扶養機能や地域での相互扶助機能が低下し、高齢者の

孤独死、子育てに悩む保護者の孤立、子どもや高齢者に対する虐待や自殺者の増加、

80 代の親が 50代の子どもの生活を支えるという 8050 問題等、これまでの高齢者

福祉、障害者福祉、児童福祉など分野別の対応では解決することが難しい新たな問題

が多く発生しています。 

そのような中、近年、地域の絆の大切さが再認識され、地域コミュニティを重視す

る意識が高まるなど、日常からの顔の見える関係づくりが必要とされています。誰も

が住み慣れた地域で安心して暮らし続けていくためには、行政の福祉制度によるサー

ビスだけでなく、地域での支え合いや、人と人とのつながりを大切にし、お互いに助

け、助けられる相互の関係をつくっていくことが求められています。 

国では、平成 23（2011）年３月に発生した東日本大震災の経験から、災害対策基

本法が改正（平成 25（2013）年６月）され、高齢者や障害のある人等の避難行動要

支援者に対し、災害時に備えた日頃からの地域での見守り・支え合いの体制が強化され

ました。また、介護保険法の改正（平成 27（2015）年４月）により、誰もが住み慣

れた地域で自分らしい暮らしを続けるため、医療・介護・予防・住まい・生活支援サー

ビスが切れ目なく提供される「地域包括ケアシステム」の構築が推進されています。 

生活困窮者自立支援法（平成 27（2015）年４月施行）において、自治体は生活困

窮者に対する相談窓口を設置し、自立に向けた生活全般にわたる包括的な支援を行う

など支援の拡充を図ること、そして、障害者差別解消法（平成 28（2016）年４月施

行）においては、障害の有無によって分け隔てられることなく、人格と個性を尊重し

合いながら共生する社会の実現を目指すといった動きがみられます。 

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成

29 年法律第 52 号）により、社会福祉法の一部が改正され、地域福祉計画策定に際

しては、「地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉の各分

野における共通的な事項」を記載する、いわゆる「上位計画」として位置づけられ、

包括的な支援体制の整備に係る事業に関する事項についても記載が求められました。

（平成 30（2018）年４月１日施行）  
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本市においては、平成 27（2015）年７月に「岩国市地域福祉計画（第三次）」を策

定し、地域福祉の推進を図ってきました。 

この度、第三次計画の期間が満了することから、これまでの取組の評価を行うとと

もに、国・県の動向を踏まえ、今後ますます多様化していく福祉課題に対し適切に対

応するため、「岩国市地域福祉計画（第四次）」を策定します。 

 

［ 地域福祉とは ］ 

「地域福祉」とは、地域においてだれもが安心して暮らせるよう、地域住民や事業

者、関係機関・団体、行政がお互いに協力して地域生活課題の解決に取り組む考え方

です。また、高齢者、障害のある人、子ども等の分野ごとの制度ではなく、「地域」と

いう視点で捉え、包括的に必要な支援を行っていくものです。 

平成 30（2018）年４月に施行された改正社会福祉法では、地域住民、社会福祉を

目的とする事業を運営する者及び社会福祉に関する活動を行う者は、本人とその属す

る世帯全体に着目し、介護、保健医療に限らない、地域生活課題を把握するともに、

地域生活課題の解決に資する支援を行う関係機関と連携し、解決を図っていくことが

規定されています（法第 4 条第 2 項）。生活課題や地域課題の解決に向けて、自助、

共助、互助、公助の考えに基づいて、市民、事業者、関係機関・団体、行政のそれぞ

れが役割を果たし、連携して取組をしていくことが必要とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 助 

個人や家庭による 

自助努力 

〔 具体的には 〕 

・自分自身による努力 
・家庭での話し合い 
・生きがいづくり 

・健康づくり（セルフケア） 
・福祉に関する学習 
・市場サービスの利用 

など 

〔 具体的には 〕 

・隣近所や友人・知人 

との助け合いや支え 

合い 

・地域における見守り 

活動 

・地域における福祉活 

動、ボランティア活動 

など 

 

〔 具体的には 〕 

・生活保護制度 

・生活困窮者自立支援 

・災害時の救援活動・ 

避難所開設 

・公的サービスの充実 

など 

 

各種保険制度 

共 助 
互助 

公的な制度としての 

保健、福祉、その他の 

関連する施策の実施 

公 助 

互 助 

地域における助け 

合いや支え合い 

 

〔 具体的には 〕 

・介護保険に代表される 

社会保険制度及びサービス 

など 
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２ 計画の位置づけ 

（１）法令上の位置付け 

地域福祉計画とは、社会福祉法（以下「法」という。）第 107条に基づき、地域に

おける福祉サービスの適切な利用の推進や、社会福祉を目的とする事業の健全な発達、

地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項について、行政と福祉の専

門職等の関係機関、住民が一体となって地域福祉を推進するために市町村が定める計

画です。 

 

 

（地域福祉の推進） 

第４条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者は、相

互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、

社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉の推進に

努めなければならない。 

（包括的な支援体制の整備） 

第 106 条の３ 市町村は、次に掲げる事業の実施その他の各般の措置を通じ、地域住民等及び支援関

係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支

援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるものとする。 

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、地域住民等が相互

に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対する研修の実施その他の地域住民等が地

域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する事業 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、必要な情報の提供及

び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力を求めることができる体制の整備に関

する事業 

三 生活困窮者自立支援法第二条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行う者その他の支

援関係機関が、地域生活課題を解決するために、相互の有機的な連携の下、その解決に資する支

援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する事業 

（市町村地域福祉計画） 

第１０７条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以

下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組む

べき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 前条第一項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げる事業に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地域住民等

の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を行うよう

努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するものとする。  

【参考】 社会福祉法（抜粋） 
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（２）地域福祉計画に盛り込む事項 

地域福祉計画は、以下の 5 つの事項について具体的な内容を示すとともに、その他

の必要な事項を加え、計画に盛り込むことが求められています。（法 107 条） 

 

① 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共

通して取り組むべき事項 

② 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

③ 地域における社会福祉を目的とした事業の健全な発達に関する事項 

④ 地域福祉に関する活動への住民の参加に関する事項 

⑤ 包括的な支援体制の整備に関する事項 

（法第 106 条の３第１項各号に掲げる事業を実施する場合） 

 

（３）他計画との関連 

本計画は、市の最上位計画である岩国市総合計画との整合を保ちながら策定してい

ます。また、地域福祉を推進する観点から、高齢者や障害のある人、子どもなど、福

祉分野での個別計画の上位計画とするとともに、男女共同参画、防災、まちづくりな

ど、地域福祉の推進において関連がある分野との連携も図ります。 

 

    計画の位置づけ 

 

 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩国市総合計画 

 

岩国市地域福祉計画（第四次） 
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（４）岩国市地域福祉活動計画との関係 

岩国市地域福祉活動計画とは、岩国市社会福祉協議会が中心となり策定している計

画です。この計画は、社会福祉協議会が中心的役割を担い、地域住民や各団体などと

協力して、民間サイドからの福祉によるまちづくりを推進するために策定された具体

的な活動を示す計画です。  

行政サイドから地域福祉への環境づくりを推進する地域福祉計画と、民間サイドか

ら福祉によるまちづくりを推進する地域福祉活動計画とが連携して取り組むことで、

より効果的に地域福祉の推進を図ります。 
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（５）山口県地域福祉支援計画との関係 

山口県では、平成 30（2018）年度から令和４（2022）年度を計画期間とする第

四次山口県地域福祉支援計画を策定しています。 

山口県地域福祉支援計画とは、山口県における地域福祉推進の基本方針を示したも

ので、県民、民間団体、市町及び県における役割や支援事項などについて定めていま

す。  

岩国市地域福祉計画は、山口県地域福祉支援計画が示す役割に基づき支援を受けな

がら、本市独自の地域福祉施策を推進していくことで地域福祉の推進に取り組みます。 

 

 

３ 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和３（2021）年度から令和８（2026）年度までの６年

間とします。また、計画期間中であっても、法の改正や社会情勢の変化に応じ、適宜

見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


